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まず 各Sox削 減手段 の実績 をみて,次 にそれ に対す る前 章(論 文(1),第
159巻第5・6号)で 分析 した諸 政策手段 の効果 を考察す る。
〔1)生産量の減少
一貫製鉄所 の粗鋼 生産量 は1973年度 にピー クに達 し,70年代 は減少傾向,80
年代 は横這 い状態 であ った,と い うこ とがで きようn。80年代 は73年の ピー ク
時 に比べ て70-80%の生産であ り,そ の他 の対策 がな くと もSOx排 出量 は20
～30%は減少す るはずで あ る。 しか し,高 炉各社が その総粗鋼生産量 をSOx
対策のために減少 させ たとい う記 述は見あた らない ので,そ の弍 うな手段 は採
られなか った もの とみ なす。
また,.各製鉄所毎 の生産量 については,ユ970年代 の初め には排出寄与の大 き
い焼結 鉱の生産 を応急的 に減 らし,高 炉 に直接投入で きる塊鉱で補 った りす る
ところ もあ った。 また,焼 結 工程 を海外 に移転 した ところ もある2:b
次 に,企 業 内の製鉄所問の粗.鋼生産量 の調整 について考え る。図5,6に 例
として2社 の.各製鉄所の粗鋼 生産量 を示す。各製鉄所 ごとに生産量の推移 のパ
ター ンには大 きな違いがあ り,図 において生産量が0付 近か ら立ち上がってい
1)鉄 鋼新 聞社1鉄 鋼年鑑」 各年版。













































る新たに生 産を始めた製鉄 所ほ ど1973年度 と比較 した生産量の減 り方が少 ない
.か,も しくは横這いか ら増 加 している ことがわか る。 こうした生産量の違 いは
.各製鉄所 のSox排 出量 に大 きな影響 を与 える。
1970年代 初期 の焼結鉱の減産につ いては,そ の ころ既に存在 し,そ れ らを促
進せ しめた政策手段 として考 えられる もの として は直接規制 しかない。直接規
制の中で も.最も厳 しい もの は公 害防止協定 と考 えられ るか ら,協 定が ここで は
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と確かにこれらの内容がより厳 しい ところほど生産量の比率を落 としている傾
向があるが,新 日鐵の名古屋 と釜石 ・室蘭との関係など必ずしもそうでない場




鉄鉱石 中に含 まれ る硫黄分は鉄鋼製品に残留 した場合 に製品の品質を落 とす
不純物 の一つであ り,鉄 鉱石の輸入契約 にあたってはこれ以上の硫黄分 を含ま
ない とい う保証品位が定め られている。鉄鉱石 の輸入依存度 は70年代 初めか ら
ほぼユ00%であ り,輸.入鉱石 中の硫黄分が一貫製鉄所 のSOx排 出量を大 きく左
右す る。輸入鉄鉱石の硫黄分の保 証品位 の加重平均(保 証品位 が分か った鉄鉱
石 の割合 は94-100%)をみ ると,1972,75.80,85年度 にそれ ぞれ0.ユ9%,
0.D8%,0.05%,0,05%であった41。鉄鉱石 の硫黄分 に関す る保証 品位 と実際の
3)川 崎製鉄株式会社 〔1976〕『川崎製鉄二十五年k-195ペー ジ。
4)テ ックス レポー ト 『輸入鉄 鉱石.年鑑 各年版。
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品位 との関係 につ いてはデー タがないが,鉄 鉱石 の代表的 な不 純物 である燐 と
アル ミについては,そ れぞれ1985年に輸入船10隻以上 の入荷があ った鉄 鉱ti31,
27銘柄について計算す ると,実 際の平均品位/保 証品位=12-99%(単純平均
61%),11-97%(単純平均61%)であっだ1。また,1970年度 の輸 入鉄鉱石 の
平均硫黄分 は0.12%程度 であ った との文献が あ りら),長期契約 な どの要因か ら
70年か ら72年にか けてはまだ輸.7、硫黄分の変化 はお きていなか った と仮定す る
と,こ の値 も保証 品位の平均値の63%となる。 そこで,実 際の品位 の平均値 は
保証品位の平均値 のおおよそ6割 程度で安 定 している と仮定す ることにす る。
す る と,輸 入鉄鉱石の実際の硫黄分の加重 平均値 は,72年の0.11%から75年は
0.05%に急激 に減少 し,そ の後 はゆ っ くり減少 して,80年以 降は0.03%程度で
安定 してい ると考え られる。
また70年代には,社 内調整 によ り,高 硫黄鉄鉱石を,規 制が緩 く公健法賦 課
料率の低い地域の製鉄所 に割 りあてた とい う文献お よび聴 き取 り調査の結果が
あ り,そ れを裏付 けるデータ もあ るη。
鉄鉱石の低硫 黄化 には設備投資が不要であ るか ら,こ れ に関連す る政策手段
は直接規制 と公健法賦課金で あ り,低 硫黄化にかか る限界費用が公健 法賦課金
の賦課料率よ り低 けれ ば,公 健法賦課金が削減 に寄与 した可能性があ る.,鉄鉱
石の低硫黄化にかか る費用 は,鉄 鉱石中に含まれる硫黄分 による価 格差で ある
と考え られる。鉄鉱石 の価格 は,輸 送距離,鉄 分 および.各種不純物 の含有率,
粒 径等によ り決 まることが知 られてお り,十 分 なデータがそろえぼ多重 回帰分
析 か ら硫黄分.含有比率の寄与 を求める こともで きるが,こ こでは簡単 のため に
鉄分および不純物 の契約上の保証品位 より悪 い品位が納入された場合 のペ ナル
5)日 本鉄鋼 連盟鉄鋼原 料品位調査 委員会 「鉄 鉱石の船 間バ ラツキ調 査表」(テックス レポー ト
『輸入鉄鉱石年1986年 度版239ペー ジ)よ り計算 した。
6)1973Tの産業構造審議会デー ダ 〔テ ックス レポー トRA人鉄鉱石年鑑」1973年度版214ベー ジ)。
7)新 口木製鐵 株式会社 君津製鉄所 〔1985〕『日々新 たに一 君津製鉄所20年史」(総合史)202ペー
ジ,新 日本 製鐵株式 会社釜:百製鉄 所 〔1986〕「鉄 と共 に百年」(部門史)282-285ペー ジの.ペ
ルーマルコナ鉱石(高 硫黄)入 荷推 移,等 による。
ri
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テ ィ値に着 目す る。ペ ナルティ値 は,各 成分 の品位 の悪化/%当 た り何 セ ン ト
とい うよ うに決 められてい るが,も しペナルテ ィ値が銘柄間の硫黄分 による価
格差 よ りも大 きければ,出 荷側は保 証品位 を下回る分 についてはそれ をよ り悪
い保証 品位 の銘柄 として販 売 した方が得であ り,逆 に,ペ ナルテ ィ値が銘柄間
の硫 黄分 による価格差 よりも小 さければ,購 入側 はもともと保証 品位 の幾分悪
い銘柄 を購入 した方が得で あるか ら,ペ ナルテ ィ値 は銘柄毎 の硫黄分 による価
格差 とほぼ等 しい はずだ と考 える ことがで きる。一方,不 純物で はな く鉄分 に
ついては,保 証品位 よ り良い場合 のボーナ.ス値が設定 されてお り,こ の ボーナ
ス値が鉄分1%当 た りの価格 とほぼ一致 し,こ の値 は銘柄が違 って もあま り違
いがない こ とがわ か ってお り,ペ ナルテ ィ値 につい てはボーナス値の ユー1.5
倍 とな ってい る㌔ これ らの ことをあわせ て考 える と,硫 黄分等の不純物 のペ
ナルテ ィ値 は,銘 柄 間の不純物含有分 による価格差の上限値 である と考 えるの
が妥当である。賦課料率 との比較のために,口 才円に換算 し,ま た,鉄 鉱石 中
の硫黄分 の うち焼結炉で ガス化す るのは80%である と仮定 し,ペ ナルテ ィ値 の
判明 した銘柄 につ いて.硫 黄分保証品位 とガス化す る硫黄分1kg当 た りのペ
ナルテ ィ値を計算す る と図7の ようになる"♪。 この値が,鉄 鉱石の硫黄分低下
によるSoxの 限界削 減費用 と考 えられ,こ れをみる と1973-86年を通 じて110
円/S分kgよ り小 さい ことがわか る。 さ らに,製 鉄所 にお いては製品中 に硫
黄分が残留 しないよ うに硫黄分 を除去す るが,硫 黄分 が増 えるほどその費用は
増大するか ら,そ の費用 を差 し引 くと,.硫黄分 の低 い鉄鉱石 を購 入す ることに
かか る実質的費用 はさらに小さ くな るといえる。一方,soxで な くS分kgで
あ ることに注意 しなが ら,各 年の排出 に賦課 される翌年度 の公健法賦 課料率 を
表6に 示 しこれ と比較 する と,指 定地域で は76年度時点で料率が ガス化S分 当
た りのペナ ルテ ィ値を上回ってお り,84年度以降は賦課.料率 の低い その他 地域
の賦課料率で さえその値を上回っている.。この ことは公健 法賦課金が鉄鉱石硫











































テ ッ クス レポ ー1・ 『輸 入 鉄 鉱石 年 鑑」 客 年版,U本 銀 行 「経 済 統 計年 報 ↓ 平
成5年 版 を用 い た 。
黄分の低下 に寄与 しお可能性 を予想 させ るが,平 均硫黄分 の低 下は70年代 に急
激 に起 こ り80年代 に入 ってか らは安 定 してお り,賦 課料率がSQx限 界削減費
用 よ り低い ときに硫 黄分 は急激 に低下 した とい う逆説 的な ことになる。 ここで,
輸入鉄鉱石 の硫 黄分保証 品位 構成 をみ ると硫黄分保証品位が0.04-0.05%のも
のだ けで,1972,75,80,85年度 にそれぞれ62%,62%,50%,62%とい うよ
うに,一 部の品位 に構成が偏 ってい る。さ らに,日 本 の鉄鉱石輸入量が.世界の
全貿易 量の過半 を占めて きた こ とを考慮 す る と,Sox対 策のための硫黄分 が
低い ものだけで は必要量 の確保はで きなか った もの と考 えられ る。
総合 する と,鉄 鉱石の硫黄分の低 下は,70年代 の直接規制対応によ り急激 に.
もた らされ,公 健法の賦課 料率 は指定地域 において70年代半ばか らこの手段 に
よ るSoxの 限界削減費用 より高 くな ったが,低 硫黄鉄鉱 石の供給の有限性か
ら,鉄 鉱石硫黄分の総平均値 を減少 させ ることは なか った,と いえよ う。
ただ し,賦 課料率 は地域 に よリユO倍以上の差があ り,企 業内調整 によ り賦課
料率 の低い地域 に硫黄分の高い鉄鉱石が割 り当て られた ことは十分考 えられ る。
70年代初期 に公健 制度 が成立す る以前 については,直 接規 制のみが企業 内調整
r鉄鋼業 における硫黄酸化物排出削減への.各種環境 政策手段 の寄与(2)1221)25
表6硫 黄分1kg排 出 当 た り.賦課 金 額(1'1....s分kg)




























































































大阪 と岡Illは指定地域。指定 地域 の東京 ・名 占屋 ・神戸 ・千葉 ・
四H市 ・富 士 ・福 岡地域 の料率 は,.大阪 と岡山の料率の 間の値 をと
る。




を説 明で きるが,直 接規制 の緩い ところは一般に公 健法賦課金 の賦課料率 も低
いので,公 健制度が成立 した70年代 中盤以降は,公 健法賦課 金 も企業 内調整の
一 因 となった可能性 は否定で きない。
鉄鉱石ではないが焼結原料 として使用され,硫 黄分が高いために少量 なが ら
もsox排 出寄与 の大 きい硫酸 燐鉱 の使 用量 の減少 は,既 に1960年代 か ら始
まってお り,こ れ に寄与 しうる政策手段は直接 規制 しかあ り得 ないL%
1① 硫酸焼飯の使用量 は注S文 献1975年度版18ペー ジ。
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〔3}原料炭の低硫黄化
原料 炭中の硫黄分 も鉄鉱石のそれ と同 じ理由で輸入契約 にあた っては保証 品
位が定め られている。原料炭の輸入依存度は契約ベースで1973年は87%,85年
は96%であ り,こ れの硫黄分 の高低 は ・貰製鉄所のSOx排 出量 を左 右す る。
保証 品位 のデー タがあ った輸入原料炭(全 体 の91～ユ00%)の硫黄分 の加 重平
均 はユ973,76,80.85年度 にそれぞれ0,64%,0.66%,0.67%,Q.63%であ り,
ほ とん ど変化が ない111。原料 炭の低硫黄 化はSOx削 減手段 として採 用 され な
か った と考 えられ る。
原料炭 の輸入契約 において も鉄鉱石のそれ と同 じように硫黄分 の保証品位が
守 られない場合のペナ ルテ ィ値が決 められてい る。原料炭のペナルテ ィ値 につ.
いて も鉄鉱石 のそれ と同様 の議論 が成 り立つので,ペ ナ ルテ ィ値 の判 明 したも
のについて,ガ ス化す る硫黄分1kg当た りの原料炭のペナルテ ィ値 を図8に 示
す。原料炭の硫黄分 のガ.ス化率 は25%と仮 定 しだ ㌔ これを鉄鉱石の ガス化硫
黄分 当た りのペナルテ ィ値 と比較す る と 質 して鉄鉱石のそれの方が低 いこと
がわかる。 それゆ え,鉄 鉱石の低硫黄 化が手段 として用い られた もの と考 えら
れ る。また,公 健法指定地域の賦 課料率 は79年度以降は原料炭の ガス化硫黄分
当た りのペナルテ ィ値 よ り高 くな っているが,原 料炭の世界貿易量に占める日
本の鉄鋼業 界の輸入量 も鉄鉱石 と同様 に過半 を占め るような状 況であ り,か つ
鉄鉱石よ りも更 に銘柄間の硫 黄分 のば らつ きが小 さいか ら,鉄 鉱石の低硫黄化
が低硫黄鉱石 の有限性か ら困難にな った時 に も原料炭の低硫 黄化は進 められ な
か った と考 え られ る。
一方,企 業 内において高硫 黄原料炭 を,直 接規制が緩 く賦 課料 率の低 い とこ
ろに割 り当てるこ とは可能であ り,そ れ には直接規制 も公健法賦課金 も両方が
寄与 し得 た可 能性があ る。
11)テ ックスレポー ト 「石炭年鑑」 各年 版よ り。また,仲 川仁三 〔1972〕39ペー ジには原料炭S分
現状0.7-0.8%との記述が あ り,原料炭 の場合 は保証 品位 と実際の 品位 の差が小 さいことが推察
される。
12)ガス化率一25%.は新 日鐵資料 による。
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図8原 料 炭保 証 品位 とCOG化 す る硫 黄 分1kg
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テ ッ ク ス レポ ー トー 『原 料 炭年 鑑 」 『石 炭 年 鑑 』 各 年 版,日 本 銀 行 『経 済統 計
年 報 』 平 成5年 版 を用 い た。



























































ト1本鮭 鍋 連 盟 〔1993〕「一貫 製鉄 所 の 省 エ ネ ル ギ ー とそ の 成果 」,
省.1ニネ ル ギ ー セ ン タ ー 「省 エ ネ ルギー 便 覧 』 平 成6年 度 版 を用 い た 。　ヨPじal三10」'cal
〔4)低硫黄燃料の使用
一貫製鉄所で使 用される重油等 の燃料の硫黄分 が全体 的に どのよ うに変化 し
たか とい うデー タは得 られなか った。各 メー カーの社史や各製鉄所 の所 史,大
気汚染訴訟の判決等をみる と,1970年代 には重油の低硫黄化が 図られた とい う
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記述が多 く存在 し,そ うで あった もの と考 えられ る。
図9に.一貫 製鉄 所で のエ ネルギー使 用量 とその構成の推 移 を示す。 エ ネル
ギー構成 としては,石 油系エ ネルギー(重 油やLPGな ど)の.割合が大 き く減
少 し 〔73年17%→85年2%),石炭系エ ネルギー(コ ー クスお よび創生 ガスな
ど)の 割合が増加(73年75%→85年94%)してい ることがわかる。70年代 には,
重油 に変 えて硫黄分が少ない灯油やLPGを 使 用 した りした,と い う記述が社
史等 にあるが,そ うした石油系燃料 間の転換か ら,80年代 には石 炭系燃料への
転換 が進 んだ,と 言 うことがい える。.
図10に単位 熱量 当た りのエ ネルギー価格 の推移 を示す。図 をみ ると原料 炭の
単位熱量当た り価格 につい て,特 に1979年以後,他 のエ ネルギー価格 との価格
差が拡大 した ことがわか る。 これが石炭系へのエ ネルギー転換 を促す ことは容
易 に推測 され る。石炭系へ のエ ネルギー転換 は,具 体的には,高 炉操業におけ
る重油吹 き込みの微粉 炭吹 き込みへの転換,お よび副生 ガスや廃熱の回収によ
るものと考 え られる。高炉 ガスは もともとSox排 出寄与の小 さいガスである
















原 料 炭 は 暦年 平 均CIF価 格 〔テ ッ ク ス レポ ー ト 「石 炭 年 鑑』1996年版 よ り〕。
〔:電油 はH石 鉄 鋼 践一一スLIT価 格,灯 油 は 大 モ 鉄 鋼 向 け 価 格,LPGは プ ロ パ
ン.大手 鉄 鋼 向 け ロ ー リー 持 ち価 格 .LNGは 年 度 平 均crF価 格(セ キ ツ ウ 『石 油
価 格 統 計 集,1984,1989,1994年版,C重 油 ・灯 油 ・LPGは各年1D月1日 時点)、
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副生ガスの利用の増加等については省 エネルギー投 資 と関連 させ て議論す るの
が適 当で ある。
よって,こ こで は,原 料炭系以外 のエネルギー 間の選択 につ いて考察す る。
図11に,含有硫黄分 と単位熱量当た りのエ ネルギー価格 の推移 を示す。図の
点は,.各年 におい て左 か ら,LNG,LPG,灯 油,硫 黄分 が それ ぞれ0.3%,
1.6%,3.0%のC重油,で あ る(単 位熱量 当た り硫 黄分 は順 に,0.0013,0.013,
0,Q27,0.28,1.5,2.8〔kg/Goal〕).どの年 次 におい て も硫黄分 が最 も少 ない
LNGが ほぼ最 も安い燃 料 となってい る。 これ は,LNGの 使用 に よってSox
発生 と燃料 コス トの最小 化が 同時 に図れ るこ とを示 してい る。 しか し,LNG
の使用 ぽ立地な どによ り制約 を受 けやす い ことが考 えられ るので,LNGを 除
いた燃料 について硫黄分の差 にζる燃料価格差 を示 したのが表7で あ る。 これ
がこれ らの燃 料間の転換 によるSox限 界 削減費用 となる。 これ と公健 法の賦
課料率 を比較する と,75年の段階で ほとん どの公健法指定地域 において硫黄分
1.6%のC重油 の使用 が燃料費 と賦 課金 額の和 を最小 化す るとい う観点か ら正












価 格 につ い て は園 田 と同 じ資 料 を用 い た.
灯 油,LPG.LNGの 硫 黄 分 は 環 境 庁 資 料 を参 考 に標 準 的 と思 わ れ る 値
を採 用Lた 。
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図10.図11と 同 じ資 料 か ら作 成 。
使用が正当化され,85年には大阪,東 京でLPGの使用が正当化されるまでに
なっている。一方,そ の他地域では...一貫 して賦課料率は単位硫黄分当た り価格
差より低く,公健法賦課金は石油系燃料の低硫黄化を正当化 しない。公健法の.
賦課金がSox削減に寄与したかどうかは直接規制値がどの程度であったかで
左右されるが,大 阪市 ・堺市のような賦課料率の高い地域にあ りながら公害防
止協定を締結 していない3つ の製鉄所などでは,公健法賦課金がLNGを 除く
石油系燃料の低硫黄化に寄与 した可能性がある。 しか し定量的にどの程度で
あったかを示す公表されている資料は見あたらない。
㈲ 脱硫設備の設置
一貫製鉄所 にお ける脱硫装置 の主な ものは,焼 結炉排煙脱硫装置 とコー クス
炉 ガス(COG)脱硫装置で ある。表1(論 文(1),第159巻5・6号,108-109頁)
に,そ れ ぞれ の装置の各製鉄所 での設置年が示 してあ る。ほ とん どが1970年代
に設 置されているが,中 には80年代 に入ってか ら設置 されてい るもの もあ る。
また,全 く設置 されていない製鉄所 もあれ ば,い くつ も導入 されている ところ
もあ ることがわか る。脱硫 効率 は,一 般 的にCOG脱 硫装置,焼 結炉排煙脱硫
装置 ともに90%以.トと考 えられ るが,そ れぞれの装 胃の規模や設置以降の稼働
状況 は必ず しも明 らかで な く,全 体 的に どの程 度sox削 減に寄与 したか は不
明で ある。 しか し,処 理 ガス量100%を仮定 す るな ら,そ れぞれ において劇 的
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なSox削 減 を 達 成 す る と考 え られ る 。
COG脱 硫 装 置 に つ い て は,そ の 費 用 に つ い て 十 分 な 資 料 が 得 ら れ な か っ た
の で,こ れ に つ い て の 考 察 は 本 研 究 で は 行 な わ な い 。 排 煙 脱 硫 設 備 に つ い て は ,
日 本 産 業 機 械.1:業会 の 資 料 に よ れ ば,処 理 ガ ス 量 をQ万Nm3塩 と す る と,
1974-75年の 調 査 結 果 を1980年ベ ー ス で 試 算 した も の と し て ,資 本 費 以 外 の 経
常 費 用=0.3136Q+0.4(億 円/y),資 本 費=0.352R"'8(億円/y)と い う 関 係
式 が 与.え ら れ て い る1%こ の 資.奉賛 は,建 設 費 用=1.6QO・呂(億 円)の22%と
な っ て お り,耐 用 年 数7年,金 利=12～13%の 場 合 の 資 本 回 収 係 数 を 建 設 費
用 に 掛 け た も の と考 え ら れ る1。。 しか し,こ の 耐 用 年 数 は 短 縮 さ れ た 耐 用 年 数
で あ り,こ の 値 を 用 い る と 資 本 費 は 過 大 と な る 。 実 際 の 使 用 耐 用 年 数 は 聞 き取
.り調 査 に よ れ ば20年 程 度 で あ る が,そ れ ぞ れ の 装 置 が 実 際 ど の 程 度 動 い て い る
か の デ ー タ が な い の で,こ こで は と り あ え ず 短 縮 さ れ る前 の 法 定 耐.用年 数14年
を 採 用 す る こ と に す る151。ま た 金 利 に つ い て は と りあ え ず 長 期 プ ラ イ ム レー ト
を 採 用 す る こ と に す る 。 上 記 の 建 設 費 の 式 を そ の よ う に 訂 正 した 上 で,電 力 価
格 な ど の 変 動 を 考 慮 し て 計 算 す る と,年 間 費 用 は 図12の よ う に な る 。 建 設 費 用
は 全 体 の20一一30%であ る 。 さ て こ こ で,前 の 章(論 文:功 で そ の 計 算 式 を 導 い
た と こ ろ の 低 利 融 資,耐 用 年 数 の 短 縮,特 別 償 却,固 定 資 産 税 の 非 課 税 の 補 助
金 相 当 額 の 和 を 計 算 す る と1975年度,80年 度 ,85年 度 に お い て,そ れ ぞ れ 投 資
額 の18%,13%,12%(2.8%)と な っ て い る.16}。こ れ は 非 課 税 の 補 助 金 相 当 額
だ か ら,一 般 の 経 費 に 直 す と,法 人 税 等 の 実 効 税 率 を50%と 仮 定 して,そ れ ぞ
13〕日本産業機械工業会 「昭和60年度ぼい煙対策技術 調査報告書』160ペー ジい経常 費用 の内容 は,
電力費,薬 品費,蒸 気 費,労 務費,ア フダーバ一二 ング費,に 分解 されてい る.
14)12…13%LS長期 プライム レー.ト1990年度平均(各 月1日 の金利 の単純平均)9,267%と比較 す
る とかな り大 きいので,資 本収益率 を採用 している とも考 えられ る。
15)ここで の聞き収 り調査 は,1996、5,28実施 の新 日鐵八幡製鉄所での もの。
16)計算式(論 文〔1))中の ゴ,〆はそれぞれ長プラ,開 銀1-3年 目金利(π 公 害防止事業 団の個別
施設 ノく企 業向け金利}毎 月1日 の値の年度平均,e=0.5,ゴ=ゴ,獅=10,"=14,α.=7,〃・=0.5,
0.27,0.22(年度順).`=10,7,7(年度順),'=0.5,'「=0、Ol4,ぶ=0,とした。1975年度 は固定
資産税 の非課税が未導入であ ることを考慮 した,各 社 の有価証券報告書による と1983,86年3月
決算では赤字 のメーカーが 多いので,85年度については括 弧内に赤 字の場合(∫=0)の試算値 を
示 した,
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囲 ・十三年化 した建 設 費用
(億ILI/年)
圏 経 常 費 用(億 円/年)
737577799183858789
年 度
電 力料金 は大1[電力総合 苧価 〔電気事業便覧各年度版),燃料価格 は硫黄分L6%のC
重油価絡(セ キツウ 「石油価格統計集』1984.89,り4年版)を 用いた。
薬品 ・蒸気価 格.労 務費 はH水 産業機械L裳 会文献の値 を,そ れぞれ国 内卸 売物価
指 数,製 造業 名目貸金指数 〔いずれ もH本 銀行 『経済統計年 報』'.r成5年版 〕で補IK
した。
長期プ ライム レー ト 〔:L記年報平成5,昭 和56年度版)は 毎月1.Hのレー トを年度
毎 に丁均 し用い た。操業時間 は年間8000時間を仮定 した。
れ投資額 の37%,25%,24%の減額 となる。 しか し,投 資額を実質減額 しても,
それだけで は汚染削減 インセ ンテ ィブを与 えない。排出税(こ こでは公健法賦
課金)と 併用 され ると汚染削減 インセ ンテ ィブを与 え得 る。焼結炉排煙 脱硫装
置の設計 上の入[SOS濃 度は300-800ppm程度 であ り,処 理 ガス量 は30万
～100万Nm3/hが標準的で あ り,脱 硫効率90%を仮 定す る と,処 理 ガ ス量100
.万Nm3加 な らば.2-6百 万Nm}〆h年のSO,が 除去され る17〕。50万Nm3/hなら
その 半分 であ る。つま り処理 ガス量100万Nm'/hならば,賦 課料 率が100円/
Nm',1000円/Nm3の時 に,そ れぞれ,2～6憶 円/年,20-60億円!年の賦課
金支払い をま瞭がれる ことになる。 この額 と排脱装置 の年間経費 を比較す ると,
最 も賦課料率の高い大 阪地域で考 えた とき,1982年の頃には試算値の下限 レベ
17}人口SO7濃度,処 理 ガス量は プロ ジェク トニュース社 〔1994〕『排煙 脱硫 ・脱 硝装置 の現 状
Hl等 による.ま た同書から脱硫効率90%は標準 的といって よい。
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ルの免れ る賦課 金額 が排脱装置の年間経 費 を上回る ようになってい る。 この こ
とは処理 ガ ス量 が100万Nm'/hでも50万Nm3〆hでもいえる。指定 地域 の東京
地域で は85年頃,他 の指定地域で は86年頃 にはその ようにな つ.てい る。一方,
その他地域では,賦 課料率 はそのよ うな レベ ルよ りず っと低い。 さて,先 の補
助金が,排 脱装 置の年 間費用 の20-30%を占め る建設費用 を,20-30%程度減
額す ることになるか ら,年 間費用の最大10%程度 を減額す ることにはな るが,
賦課料率の上昇幅が大 きいので,先 に述 べた免れ る賦課金 による排脱装置設置
正当化の年次を1年 程度早 める程度の効果 を持つ にす ぎない。
上の計算では,排 脱装置 の費用 を高め に,排 脱装置 の設 置によ り免れ る賦 課
金額を低め にとってお り,賦 課金 の効果を厳 し く評価 しているが,お お よそ焼
結炉排煙脱硫装置の設置 につ いて,70年代 に設置 された ものは直接規制対応 に
よる ものと考え られ,80年代 に設置 された ものは公健法賦課金 による もの と考
えられ る。環境補助 金は80年代 に誰置 された ものにつ いて最大1年 程度その設
置を甲・めた可能性が あるにす ぎない。
〔6)省エネルギー
図9を も う一一度み る と,一 貫製鉄所のエ ネルギー消 費量 は,1973年度 を100
とす る と1985年 には73まで減 ってい る。 しか し,粗 鋼 トン当た りのエ ネル
ギー原 単位 でみ ると85年度は73年度の97%であ り,そ の意味で の省エネはほ と
ん ど進 んで いない。 しか し,日 本鉄鋼連盟 によれば,粗 鋼か らの加工 によ りつ
くられ る最終製 品の うち,.エネルギー多消費型の高級種の 占め る割合が増加 し
たことを考慮 し,各 工程 におけるエ ネルギー原単位が73年のそれであ った場合
の生産構成補.1E原『幾位 と比較す る と,85年に6118%の省 エネが進んだ とい う1%
一貫製鉄所 の省エネについて は,あ るメーカーの2億 円/件以下 の省 エネ投
資対効果は1974,77,80,83年度 にそれぞれ65,35,19,17兆C8レ年 ・億円で















図⊥Oの単位熱量 当た りエ ネルギー 価格 に注ユ9の省エ ネ投資対効果 をかけ,そ の
逆数 を とった。
電力 については図12資料の電 力価格 を用いた.電 力 〔効率35%:;は参考.のため
に,発 電 にかかる熱:量を省ニ ネする とい うゴ考え方で エKwh-251(:噛酬 を昌]いた
〔理論値iよ1Kwh=860k.,0ウ
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「考慮 しない」 は図上3の値 と同 じ.「考慮す る」 は図10の単位熱量 当た りの価格 に単
位熱量 当た り賦課金額 を加え,こ れ に注19の省エネ投資財効果をかけ,逆 数 をとった,,
あ っ た と の 資 料 が あ る 助。 こ こ で の``投 資"に は,一 件 当 た り240万円 以 下 の
19>新日本製鐵株式会社八 幡製鉄所 「八 幡製鉄所 省エ ネルギー560万 へ の挑 戦一111,
195ペー ジ。
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もの も含 んでお り,大 きな投資 を必要 としないで省エネ効 果をあげる,一 般的
には操業改善 と呼ばれ るもの も含んでい る もの と考え られる。また,投 資対効
果の高 い ものか ら順 に実施され るために,年 を追 う毎に投資対効 果が減少す る
ので はないか と考 え られ る。 この資料 のあ った文献 には,投 資回収年数1,5年
で ほ採用 され ないが,1。2年な ら採用 され た とい う記述が あるので,省 エ ネ投
資回収年数 を試算 し,図13に示 した。省エ ネ対象 とな るエネルギーによ り,そ
の単位熱 量当た り価格が異な るか ら,何 を対象 とす るかで投 資回収年数 は異な
る。エ ネルギー価格 が高ければ 回収年数 は短 くなるか ら,先 の1.2年を分岐点
と考 えると,石 油系 および電力が省エ ネ対 象 として選ばれてい った もの と考え
られる。 さて,こ こで,エ ネル ギー使用 に伴 い発 生す るsoxに 賦課 される公
健法賦課金額 を,エ ネルギー価格 に織 り込んで考えた場合 の投資回収年数を図
14に示す。す ると,賦 課料・率 の高い大阪地域 などで は,賦 課金が投資回収年数
に無視 で きない影響 を与 えてい ることがわか るが,先 の1.21Fを分岐 点 と考え
ると,74～83年度の期 間で は,公 健法賦課金は,小 規模省エ ネ投資の採否,そ
してこの手段 を用いてのSox排 出削 減にほ とん ど影響 を与 えなか った と考 え
られ る。投資回収 年数による投資の可否の決定 は,経 済学的 には厳密 には正 し
くないが,簡 便なため,低 額 な もの については利用 され る ことが多い ようであ
る。
一件 当た りの投 資が高額であ るTRTやCDQは ,い ずれ も排熱 ・排圧 を回
収 し発電 を行な うものである。 もし両設備が,購 入 電力 を省エ ネ対象 とす るな
ら,製 鉄所 自身のSOx排 出量 は減 らないが,自 家 発電 による電力 を対 象 とす
るな ら,Sox排 出削減 に寄与 す るこ とにな る。 ところで,電 力 を熱量 に換算
す る場合 には,理 論値 を用 いるか,発 電 に必要な熱量 を用い るかの二つの方法
の どち らかが とられ るが,こ の件 に関 し得 られ たデー タが どち らの換算 か,
















































■:寄 与 した と考 え られ る ウ
[:寄 与 し た 可能 性 が あ る 。
:寄与 しな か っ た。
×;本 来,関 係 が ない 。
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